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29監査公表第３号（平成 29年４月６日付 福岡市公報第 6383号(別冊)公表）分 

Ⅲ 基金の管理と運用について 

第２ 監査の結果及び監査の結果に添えて提出する意見 

５. 基金の管理と運用全般における監査の結果及び監査の結果に添えて提出する意見 

監 査 の 結 果 措 置 の 状 況 

① 基金のあり方及び有効活用に係る全庁的

な検討について 

（意見） 

  環境の変化等に伴い有効に活用してい

ると言いきれない基金，金額を見直すべき

基金や廃止を検討すべき基金などが存在

しているのが実情である。 

市は，基金が有効活用されているか，環

境の変化に伴い必要性に疑義が生じてい

る基金はないかなどの観点から，定期的な

見直しを行うことが望まれる。 

また，基金に関連する事業の定期的な見

直しに当たり，全庁的な見直しを行うため

の仕組みを構築し，各基金をゼロベースで

見直す体制を整えていくことが望ましい。 

（財政局財政調整課） 

【措置済（平成 30年９月 19日通知）】 

 平成 29年 10月，平成 30年度に向けた市

政取組方針において，基金活用について通

知したところであり，また，平成 30年 7月，

各基金について透明性を確保し，市民への

説明責任を果たすことで，より適切かつ効

果的な管理・運営を図ることを目的として，

各基金の現況等について財政局にてとりま

とめ，市ホームページに掲載した。 

 平成 31年度に向けても同様に，基金活用

について通知するとともに，その後の各基

金の状況について市ホームページにて公表

することで，基金の更なる有効活用，見直

しに関するサイクルを確立する。 

② 寄付金を財源とする基金に係る情報開示

の拡充について 

（意見） 

市は，寄付金を積立財源とする基金につ

いて，寄付者にとって有益な情報となるよ

う，また，新規の寄付へのインセンティブ

につながるよう，積極的に情報開示を図る

姿勢が望まれる。 

ふくおか応援寄付のホームページが寄

付を募るアピールの場であることを考え

れば，市は，「寄付金はどのように活用さ

れるか」などより具体的なイメージができ

るよう，情報開示を積極的に図ることが有

効であると考えられる。 

（財政局財産活用課） 

【措置済（平成 30年２月 14日通知）】 

 平成29年５月のふくおか応援寄付のリニ

ューアルに合わせ，ホームページやパンフ

レットについても，各事業・取組において

寄付金がどのように活用されるかを，これ

まで以上に分かりやすく具体的に示すよう

改善を行うとともに，寄付金の活用実績を

紹介する「事業実績報告書」の内容の充実

を図り，10月にホームページ上で公開を行

った。 

 今後も，ふくおか応援寄付の寄付金の使

い道について，共感や支援を得られるよう，

積極的な情報開示に取り組む。 
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６. 各基金の管理と運用に関する監査の結果及び監査の結果に添えて提出する意見 

（１）福岡市財政調整基金 

監 査 の 結 果 措 置 の 状 況 

① 基金の処分内容の具体化及び取崩額根拠

の明確化について 

（意見） 

取崩に関する文書には具体的にどのよ

うな内容の経費の財源に充てられたか記

載はなく，条例に規定された処分項目に合

致しているのか不明である。また，取崩額

について積算根拠を記載した決裁文書は

なく，結果として基金が有効に活用された

ことを確認できない。 

市は，福岡市財政調整基金条例の趣旨を

踏まえ，取崩額について積算根拠を明確化

し，その内容について決裁文書として保存

しておくことが望ましい。 

（財政局財政調整課） 

【措置済（平成 30年２月 14日通知）】 

 平成 28年度予算の執行より，基金取崩の

決裁文書に，取崩額の考え方を記載した。 

 なお，財政調整基金の基金受入金は一般

財源であるため，使途は特定されない。 

（２）福岡市庁舎建設等資金積立金 

監 査 の 結 果 措 置 の 状 況 

① 基金の計画的な積立の検討について 

（意見） 

庁舎等公共施設の新設や改修等には将

来的に多額の費用が必要と考えられるが，

現在のところ福岡市庁舎建設等資金積立

金は当該費用に基づく計画的な積立が実

施されている訳ではない。市は，福岡市ア

セットマネジメント実行計画等を踏まえ

て中長期的視点に立ち，庁舎等公共施設の

新設や改修等に係る費用を念頭に，計画的

な積立について検討することが望まれる。 

（財政局財政調整課） 

【措置済（平成 30年２月 14日通知）】  

平成 29年６月に，福岡市アセットマネジ

メント推進プランを策定したところであ

り，今後，同プランや市全体の財政状況等

を踏まえながら，庁舎建設等資金積立金の

積立・取崩の検討を行う。 

（５）福岡市土地開発基金 

監 査 の 結 果 措 置 の 状 況 
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① 事業計画の明確化について 

（指摘） 

福岡市土地開発基金要領では，「基金設

置の目的に応じ，市全般の公共用地等の取

得に関する事業の予定を勘案し，適正な事

業計画をたてる」とされているにすぎず，

当該事業計画の具体的な対象，範囲等が不

明確であり，結果として形骸化している規

定となっていると判断せざるを得ない。市

は，福岡市土地開発基金要領における事業

計画の具体的な対象，範囲等を明確化すべ

きである。 

（財政局財産活用課） 

【措置済（平成 30年２月 14日通知）】 

新たに福岡市土地開発基金管理要綱（福

岡市土地開発基金要領は廃止）を策定し，

同要綱において，事業計画の具体的な範囲

等を明確化した。 

 

② 基金の積立額根拠の明確化について 

（意見） 

積立額 20 億円の算定根拠に係る文書が

なく，その結果，福岡市土地開発基金の積

立額の妥当性について疑念が生じかねな

い。 

市は，積立額の算定根拠については文書

でその内容を明確化することが望まれる。 

（財政局財産活用課） 

【措置済（平成 30年２月 14日通知）】 

 基金の積立額の算定根拠については，今

後の積立実施時において，その算定根拠を

明確にすることとした。 

（６）福岡市財産区基金及び（７）福岡市脇山財産区基金 

監 査 の 結 果 措 置 の 状 況 

① 交付金の使途に関する基準の明確化につ

いて 

（意見） 

市は，財産区の住民の福祉を増進すると

ともに，市の一体性をそこなわないという

地方自治法の規定に鑑みて，各財産区にお

いて交付金の使途の基準を明確化すると

ともに，交付金事業の使途について公共性

の観点から適切に精査することが望まれ

る。 

（財政局財産管理課） 

【措置済（令和３年３月 23日通知）】 

交付金の使途に関する基準の明確化につ

いては，各財産区が地域で果たしてきた役

割や慣行なども勘案しながら，令和元年度

に「福岡市財産区交付金交付基準」を策定，

令和２年７月下旬に各財産区へ周知してお

り，令和３年度より施行する。  

交付金の使途の精査については，領収書

等の提出により確認を行っている。 

  

（８）福岡市ＮＰＯ活動支援基金 
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監 査 の 結 果 措 置 の 状 況 

① 実績報告書の適切な確認の実施について 

（指摘） 

市は，補助対象者及び補助対象内容につ

いて実質的な検証が不十分である。市は，

補助金額の確定に際して事業実施団体か

ら実績報告書の提出を受け，その内容の確

認を行う際は，不明点等があれば事業実施

団体に問い合わせるなどして支出の相手

先，金額の妥当性等を含めた支出内容の検

証を適切に実施し，補助金支出の適切な執

行に努めるべきである。 

（市民局市民公益活動推進課） 

【措置済（平成 30年２月 14日通知）】 

補助金額の確定に際し，補助対象者及び

補助対象内容についての検証を適切かつ確

実に実施するため，「補助金実績報告チェッ

クシート」を新たに作成し，活用すること

とした。 

 また，補助団体へ補助金の適正利用及び

事業報告に係る書類整備等について周知を

図るため，事業期間中にヒアリングを実施

することとした。 

（９）福岡市ユニバーシアード福岡大会記念スポーツ振興基金 

監 査 の 結 果 措 置 の 状 況 

① 基金のシミュレーションの実施及び事業

選定指針等の明確化による基金の有効活

用について 

（意見） 

基金をより有効活用するために，寄付に

よる目標積立額を設定するとともに，今後

の積立及び取崩に関するシミュレーショ

ンを行うことが望まれる。 

また，「市民のスポーツ・レクリエーシ

ョンの普及振興」に資する事業や「本市で

開催される国際スポーツ大会」の中から基

金を充当する対象を選定するための方針

及び充当する金額の算定基準を明確にす

ることが望まれる。 

（市民局スポーツ振興課） 

【措置を行わない（平成 30 年９月 19 日

通知）】 

福岡市ユニバーシアード福岡大会記念ス

ポーツ振興基金の活用について，国際スポ

ーツ大会に関しては具体的なシミュレーシ

ョンを行うことが性質上難しいことから，

福岡市ユニバーシアード福岡大会記念スポ

ーツ振興基金条例の目的に照らし，予算編

成の中で具体化し，議会に諮ったうえで決

定する。 

② ふくおか応援寄付金等を財源として実施

した事業の情報公開について 

（意見） 

市は，基金を充当して実施する事業の選

定基準及び充当額の算定基準を明確にし

た上で，寄付金の使途をより具体的にかつ 

【措置済（平成 30年９月 19日通知）】 

福岡市ユニバーシアード福岡大会記念ス

ポーツ振興基金については，予算編成にお

いて充当する事業や充当額を定めることと

している。 

また，ふくおか応援寄付のウェブサイト。 
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適切に公表することが望まれる。 

（市民局スポーツ振興課） 

を通じて，寄付金の活用についての公表を

行うこととした 

（１０）福岡市こども未来基金 

監 査 の 結 果 措 置 の 状 況 

① ふくおか応援寄付金等を財源として実施

した事業の情報公開について 

（指摘） 

市は，福岡市こども未来基金を充当して

実施する事業の選定基準及び充当額の算

定基準を明確にした上で，寄付金の使途を

より具体的にかつ適切に公表することが

望まれる。 

また，一部の事業について，福岡市こど

も未来基金を充当していないにもかかわ

らず公表資料では活用した旨の記載がさ

れている状況は，閲覧者や寄付者の誤解を

招くため，不適切な情報公開であると言わ

ざるを得ない。正確な情報公開を行うべき

である。 

（こども未来局総務企画課） 

【措置済（平成 30年２月 14日通知）】 

福岡市こども未来基金については，毎年

度の予算編成において充当する事業や充当

額を定めることとしている。 

なお，同基金の公表資料については，指

摘を受けて直ちに記載内容の修正を行っ

た。今後は，正確な情報公開を徹底する。 

② 基金のシミュレーションの実施及び事業 

選定指針等の明確化による基金の有効活

用について 

（意見） 

基金をより有効活用するために，寄付に

よる目標積立額を設定するとともに，今後

の積立及び取崩に関するシミュレーショ

ンを行うことが望まれる。 

また，「子ども施策を推進する」事業の

中から基金を充当し，実施する事業の選定

に関する方針及び充当する金額の算定基

準を明確にすることが望まれる。 

（こども未来局総務企画課） 

【措置を行わない（平成 30 年２月 14 日通

知）】 

今後とも，基金の活用については，福岡

市こども未来基金条例の目的に照らし，毎

年度の予算編成の中で具体化し，議会に諮

ったうえで決定する。 

（１１）福岡市立中央児童会館基金 

監 査 の 結 果 措 置 の 状 況 

① 委託事業の仕様書の一部が実施されなか 【措置済（平成 30年２月 14日通知）】 
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った場合の適切な対応について 

（意見） 

  仕様書で求められる事業の一部が正当

な理由に基づき実施されていないが，その

代替として同等の事業が実施されており

問題ないとのことである。しかし，市はこ

のことに関する決裁を行っておらず，本事

業の実施結果が仕様書の内容を充足して

いるかどうか市の判断及びその根拠が明

確ではない。 

このため，実施できない事業が生じた場

合には，市は決裁を行った上で，他の代替

事業を実施するように仕様書を変更する

か又は当該事業は実施せずに委託料を減

額する契約変更を行うか，もしくは実施さ

れた事業は仕様書の内容を充足している

旨の判断及びその根拠を明確にすること

が望ましい。 

また，仕様書及び事業報告書の記載項目

が不明確であり，事業の実施結果が仕様書

の内容を満たしているかどうか，客観的に

見て不明瞭な部分がある。このため，市は

決裁を行った上で，仕様書及び事業報告書

の記載の対応関係を明示して実施された

事業は仕様書の内容を充足している旨を

明確にすることが望ましい。 

（こども未来局青少年健全育成課） 

委託事業で仕様書に記載する事業が実施

できない状況が発生した場合は，決裁を行

ったうえで他の代替事業の実施もしくは委

託料を減額する契約変更を行うか，もしく

は仕様書の内容を充足している旨の判断及

びその根拠を明確にする。 

 また，事業報告書の記載項目については，

事業の実施結果が仕様書の内容を満たして

いることが明確になるよう，的確に表記す

る。 

② より有効な活用方法を含めた基金のあり

方の検討について 

（意見） 

寄付者の意思を十分斟酌しつつ，基金の

管理に関する毎年の事務コストを踏まえ，

例えば基金を取り崩した上で，児童会館で

使用する図書等の購入等に充てるなど，児

童会館（ひいては児童会館の利用者）のた

めにより有効な基金の活用方法などの福 

【措置を行わない（平成 30 年２月 14 日通

知）】 

 基金の原資は解散した今泉財産区であ

り，当時の寄付者の意思を斟酌すると基金

の取り崩しは困難である。 
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岡市立児童会館基金のあり方を検討する

ことが望まれる。 

（こども未来局青少年健全育成課） 

 

③ 館外活動業務の公募の必要性について 

（意見） 

指定管理業務と館外活動業務とでは事

業内容が大幅に異なることに鑑みれば，平

成 26年度及び平成 27年度に実施した館外

活動業務については，公募により業者を選

定する余地があったと考える。 

平成 28 年度から指定管理者の選定は公

募により実施されているが，監査対象期間

は平成 27 年度であることから意見として

記載する。市は，今後，同様の事例につい

て十分留意することが望ましい。 

（こども未来局青少年健全育成課） 

【措置済（平成 30年２月 14日通知）】 

 児童館は指定管理による管理運営を平成

28年度より公募で実施している。今後，同

様の事例が発生した際には，業者選定につ

いて十分留意する。 

（１２）福岡市国民健康保険高額療養費貸付基金 

監 査 の 結 果 措 置 の 状 況 

① 国民健康保険高額療養費貸付事業関連書

類の新様式使用の徹底について 

（意見） 

市は，様式を改定する際，特に自己負担

限度額の算定に影響がある箇所の改定に

当たっては，改定後の様式を用いるように

徹底することが望ましい。 

（保健福祉局国民健康保険課） 

【措置済（平成 30年２月 14日通知）】 

 帳票の出力を行っている高額療養費支給

システムの改修後は，新様式の使用が徹底

されている。今後は，制度改正に対応した

速やかなシステム改修に努める。 

② 基金額の見直し及び高額療養費貸付制度 

の利用実人数の把握について 

（意見） 

市は，基金残高及び各区への配分額につ

いて，実態に応じて見直すことが望まし

い。必要以上の金額を留保しておくこと

は，当該財源を活用した他の事業実施等の

機会を失うことにもつながり，効率性に問

題があると考えられる。 

市は，貸付制度利用の実態把握に努めた 

【措置未了（令和３年 10月１日通知）】 

 平成29年度からの各区の利用実績に基づ

き，令和３年度に，基金額の減額及び区の

配分額の変更に係る方針決定を行う。 
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上で，基金の金額及び各区への配分額につ

いて新たに検討することが望まれる。 

（保健福祉局国民健康保険課） 

 

（１３）福岡市健康づくり基金 

監 査 の 結 果 措 置 の 状 況 

① 基金の使途に係る情報開示の拡充につい

て 

（意見） 

  市は，基金取崩額の使途の計画につい

て，より具体的な内容を外部に公表するこ

とが望まれる。市は，市民にとって有用な

情報は何かについて検討し，積極的に情報

開示の拡充を図っていくことが望ましい。 

（保健福祉局健康増進課） 

【措置済（令和元年９月 20日通知）】 

ふくおか応援寄付ホームページにおける

市民への情報提供について，平成 30年 9月

末より実施した。 

（１４）福岡市介護保険資金貸付基金 

監 査 の 結 果 措 置 の 状 況 

① 基金額の見直しについて 

（意見） 

市は，実態に応じて基金の金額を見直す

ことが望ましい。 

平成 27 年度の貸付制度利用者数は４人

と極めて限定的であることから，極端に貸

付額が増加する事態は想定されにくく，基

金の金額を減額する余地はあると考えら

れる。 

市は，廃止も含め今後の基金の方向性を

検討することが望ましい。 

（保健福祉局介護保険課） 

【措置を行わない（令和元年９月 20 日通

知）】 

基金額の見直しについては，介護保険制

度上，被保険者はサービス利用時の自己負

担を一旦は全額負担しなければならず，そ

の上で申請に基づき利用者負担上限額を超

えた額を高額介護サービス費等として給付

を受ける必要がある点や，利用者負担のあ

り方（１割負担の見直し）に関する国の動

向に留意していく必要がある点を考慮し，

措置は行わない。 

（１６）福岡市民間社会福祉事業従事職員福利厚生基金 

監 査 の 結 果 措 置 の 状 況 

① 基金の運用利息における使途の明確化に

ついて 

（指摘） 

市は，市社協と協議の上，補助金の交付

決定通知書や市社協の事業実績報告書等

において，運用利息の充当されている事業 

【措置済（平成 30年２月 14日通知）】 

 福利厚生事業費に含まれる人件費につい

ては，これまで法人運営事業に計上されて

いる人件費の一部に含まれていたこところ

であるが，市社協と協議を行い，今後，福

利厚生事業費に含まれる人件費として明確 
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内容及び事業費を明確化するとともに，当

該充当先が条例の趣旨に則った，民間社会

福祉事業従事職員の福利厚生に要する費

用かについて検討すべきである。 

（保健福祉局福祉・介護予防課） 

化するため，事業実績報告書等の記載方法

を改めるとともに，補助金の交付決定時な

どに確認を行うこととした。 

（１７）福岡市地域保健福祉振興基金 

監 査 の 結 果 措 置 の 状 況 

① 福岡市地域保健福祉振興基金事業の目標

設定の見直しについて 

（意見） 

両者の目標が整合していない点を踏ま

えると，事業計画策定時に，行財政改革プ

ランの目標は念頭になかったと言わざる

をえない。 

市社協は行財政改革プラン上の目標に

過度に捉われる必要はなく，状況に応じて

目標を見直すことは必要である。しかし，

市社協が設定目標を見直すのであれば，市

は現状の目標と実績を把握し，その差異の

原因を分析した上で，目標を見直す必要が

あるのか，見直した後の目標は実現可能性

があるのかについて検討することが望ま

しい。 

（保健福祉局福祉・介護予防課） 

【措置済（平成 30年２月 14日通知）】 

 行財政改革プランについては，平成 25年

度から平成28年度までを計画期間とするも

のであり，直近の活動状況を踏まえて単年

度の目標値を設定している市社協の事業計

画とは性質が異なるものであることから，

完全に一致させることは困難であるが，目

標の設定や見直しにあたっては，整合性を

出来る限り図ることができるように，市社

協と十分に協議を行いながら進めることと

した。 

② 基金の元本取崩の検討について 

（意見） 

近年基金の運用利率が極めて低いこと

や，地域保健福祉振興基金事業補助金には

一般財源からの補填が毎年必要となって

いることを踏まえると，13億円を超える資

金を基金として積立しておくことは，資金

を効果的かつ効率的に使用するという観

点から検討の余地があると考えられる。 

市は，今後どのような事業に基金を活用

していくのかを検討し，市の財政状況を見

据えた上で，計画的に基金を取り崩すこと 

【措置済（平成 30年２月 14日通知）】 

 地域保健福祉振興基金については，当該

基金の設置目的などを踏まえると，現時点

においては，現在の基金事業の財源として

元本を取り崩し，充当する予定はないが，

今後の超高齢社会を踏まえ，現在の基金事

業に代わる新たな事業を行う場合などにお

いて，必要に応じて，基金の元本の活用を

行うことも視野に入れながら検討を行うこ

ととした。 
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を検討することが望ましい。 

（保健福祉局福祉・介護予防課） 

 

（１８）福岡市環境市民ファンド 

監 査 の 結 果 措 置 の 状 況 

① 住宅用太陽光発電システムに対する補助

制度の改変について 

（意見） 

市は，住宅用エネルギーシステム導入促

進事業のうち，需要が大きく減少している

住宅用太陽光発電システムに対する補助

制度について，制度の改変等を検討するこ

とが望ましい。 

住宅用エネルギーシステム導入促進事

業としては，環境保全及び市民のニーズを

的確に把握し，適宜補助事業の内容を見直

すことにより，より効果的な基金の活用を

検討することが望ましい。 

（環境局環境政策課） 

【措置済（平成 30年２月 14日通知）】 

住宅用太陽光発電システムに対する補助

については，電力の固定価格買取制度の変

更状況や市民ニーズ等を踏まえた見直しを

適宜行っている。 

平成 29年度は，買取価格が低下しても導

入のメリットが得られるよう，補助内容を，

蓄電池，ＨＥＭＳ等との複合導入により「自

家消費型太陽光発電」を促進するものに見

直した。 

今後も，市民ニーズ等を踏まえて見直し

を行っていく。 

（１９）福岡市事業系ごみ資源化推進ファンド 

監 査 の 結 果 措 置 の 状 況 

① 事業系一般廃棄物資源化施設の整備支援

に係る補助金の活用について 

（意見） 

市は補助制度の更なる活用を促すため，

事業者への質問を通じ想定される各要因

を分析するとともに，各要因に応じて対策

を検討することが望ましい。 

想定される対策例として，福岡市外の事

業者も対象に個別通知すること，補助限度

額を 3億円から引上げること，補助対象経

費の範囲に土地の取得費を含めること等

が想定されるが，特に補助制度の拡充は重

要であると考えられる。 

（環境局資源循環推進課） 

【措置を行わない（平成 30 年２月 14 日通

知）】 

当該補助金については，平成 28年２月に

補助上限額を２億円から３億円へ，補助率

を 1/3 以下から 1/2 以下への拡充見直しを

行ったところである。現在，施設整備案件

が２件進行中であり，制度の拡充による一

定の効果があったと考えている。今後も案

件の進捗状況を勘案しながら，対応を検討

していく。 

 

（２０）福岡市音楽産業振興基金 

監 査 の 結 果 措 置 の 状 況 
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① 基金の有効活用内容の具体化について 

（意見） 

市は有効活用を目指して平成 28年 9月

に今後の取組を決定しているが、基金の有

効活用については音楽関連産業の人材育

成事業等に充当するとされるのみで、その

活用の内容が具体化されているとは言え

ないと考える。市は、基金の設置の目的に

照らした上で、活用内容をより具体化する

ことが望まれる。具体化した活用内容につ

いては、広く市民への周知を図るととも

に、再度ふくおか応援寄付の対象とするこ

とも検討することが望まれる。 

（経済観光文化局コンテンツ振興課） 

【措置済（平成 30年２月 14日通知）】 

 基金の活用内容の具体化という点に関し

て，来年度より民間と市が協力して行って

いる音楽産業振興事業の拡充に利用する方

向で手続きを進めているところである。ま

た，基金の広報については，継続的に随時

市の広報媒体や後援イベント，民間音楽ポ

ータルサイト等において行っている。ふく

おか応援寄付について，当面は現状のまま

とし，今後の状況によっては，再度対象と

することも検討する。 

（２１）福岡城整備基金 

監 査 の 結 果 措 置 の 状 況 

① 目標額達成方法の拡充について 

（意見） 

市は，イベントでの広報活動等に加え，

SNS の活用等によって更なる周知を図ると

ともに，福岡城に対する市民意識の醸成を

図ることが望ましい。また，目標額の達成

に向け，クラウドファンディングの実施や

地場企業をはじめとした大口寄付の拡大

等の検討を進めることで，寄付金額の増加

を図ることが望まれる。また，市は，寄付

金を広く募集する際には，基金の積立や取

崩の状況，事業の進捗状況などの基金の成

果に関する情報を適時に開示することが

望ましい。 

（経済観光文化局史跡整備活用課） 

【措置済（平成 30年２月 14日通知）】 

基金の広報活動や，復元整備事業の進捗

状況等については，舞鶴公園をはじめとし

た市内各種イベントにおけるブース出展な

どのＰＲ活動や，ふるさと納税制度を活用

した福岡市ホームページによる周知，市内

文化関連施設等へのリーフレット及び募金

箱の設置などを行った。 

さらに，関係自治体が一堂に会する「ふ

るさと納税フェスタ」への参加や，各地の

福岡県人会などと連携し，総会でのブース

出展や，会員へのリーフレット配布を行う

など，市外でのＰＲにも積極的に取り組ん

だ。 

今後とも，文化財部フェイスブックや市

ホームページなどを活用し，情報発信を行

うことで，さらなる周知を図るとともに，

他都市の例なども参考にしながら，新たな

手法を検討し，基金の広域的募集に努めて

いく。 
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（２２）福岡市競艇事業積立金 

監 査 の 結 果 措 置 の 状 況 

① 取り崩した競艇事業積立金の一般会計へ

の繰り入れ等の検討について 

（意見） 

福岡市競艇事業積立金の過年度の使途

を考慮すれば，積立資金はこれまでと同様

に，設備資金及び地方公共団体金融機構納

付金に充当することが考えられる。市が策

定した今後5年間の福岡市モーターボート

競走事業の収支計画に基づくと，平成 32

年度末でも多額の積立資金残高が留保さ

れてしまい資金が有効活用されない可能

性が高いと考える。市は，積立資金残高の

うち福岡市モーターボート競走事業に留

保しておくべき必要額を見積もった上で，

差引残額を一般会計に繰り入れること等

資金の有効活用方策を検討することが望

ましい。 

（経済観光文化局経営企画課） 

【措置済（平成 30年２月 14日通知）】 

積立資金残高については，次期経営計画

（平成 33年度～37年度）を策定する際，具

体的な施設整備計画に基づく資金需要を決

定し，資金の有効活用の方策を検討するこ

ととした。 

（２３）福岡市営住宅基金及び（２４）福岡市営住宅修繕基金 

監 査 の 結 果 措 置 の 状 況 

① 市営住宅等に係る更新費用シミュレーシ

ョンを踏まえた基金の積立について 

（意見） 

市は，過去の事業費実績等を踏まえ，上

記の計画（市営住宅ストック総合活用計

画）実行に伴う支出を試算するとともに，

その計画の実行可能性も合わせて検討す

ることが望ましい。 

市は，市営住宅等に係るデータを整備

し，より精度の高い更新費用の推計を行う

ことが望ましい。 

また，推計値に基づいて，市営住宅等の

今後の見通しを定量的に把握，基金の積立

額の見直し及び更新する住戸数の見直し 

【措置を行わない（平成 30 年２月 14 日通

知）】 

 試算については，定期的にこれまでの実

績を踏まえた事業費の算定を行い，更新の

見通しを行っている。しかしながら，市の

予算は単年度が基本であることから，年度

ごとに事業実施を決めているため，市営住

宅ストック総合活用計画にはこれまでも記

載していない。 
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等に役立てることが望まれる。さらに，財

政の状況や更新する住戸数は年々変化し

ていくことが想定されるため，推計は実態

に応じて定期的に見直す必要がある。な

お，推計結果や推計に基づいた計画につい

ては，活用計画等にも反映させ，広く情報

公開することが望まれる。 

（住宅都市局住宅計画課，住宅管理課） 

 

（２５）福岡市営住宅敷金基金 

監 査 の 結 果 措 置 の 状 況 

① 基金運用利息の使途の整理及び決裁文書

の保存について 

（意見） 

  規定されていない事業費に充てるので

あれば，その判断が福岡市営住宅条例や福

岡市営住宅敷金基金条例に照らして妥当

であるか慎重に検討し，検討の経緯を文書

化しておくことが望まれる。 

また，駐車場の整備のように，基金造成

時には想定していなかった事業に充てる

ことが増えてきているのであれば，規定そ

のものを実態に即して見直すことが望ま

しい。 

（住宅都市局住宅管理課） 

【措置済（平成 30年２月 14日通知）】 

 基金運用利息の使途について，条例の趣

旨を十分に踏まえ，その具体的範囲につい

て検討を行い，その方針を定めた。 

（２７）福岡市都市景観形成基金 

監 査 の 結 果 措 置 の 状 況 

① 都市景観形成基金の活用方針の明確化に

ついて 

（意見） 

市は，基金を有効活用するため，具体的

な積立及び取崩方針を明確化した上で具

体的な実施事業について検討を行い，目標

金額及び実施の時期等に関する計画を策

定することが望まれる。また，当該基金が

ふくおか応援寄付の対象である以上，具体

的な目標金額や事業内容等について，広く 

【措置済（平成 30年９月 19日通知）】 

平成 30年 7月に，条例の趣旨を十分に踏

まえ，基金を活用する事業の範囲など基金

の処分に関する基本的な方針を定めるとと

もに，市 HPに基金を活用する事業の範囲等

について掲載し，市民への情報開示を行っ

ている。 
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市民に情報開示することが望まれる。 

（住宅都市局都市景観室） 

 

（２８）福岡市みどりの基金 

監 査 の 結 果 措 置 の 状 況 

① 実施事業の成果の把握及び評価並びに基

金利用に係る妥当性の検討について 

（意見） 

  市民・企業と共働で行う花とみどりのま

ちづくりを推進・啓発する事業は過年度か

ら実施されている既存の事業であり，市財

政が逼迫しているために福岡市みどりの

基金を取り崩して財源に充てられたこと

は資金融通的に使用されているようにみ

える。 

市民にとって真に必要な事業を継続す

ることは重要であるが，必要な事業である

かを判断するために実施事業に係る成果

を把握し評価を行うとともに，基金を使用

することの妥当性について十分検討を行

うことが望ましい。 

また，福岡市みどりの基金は当初の財産

を取り崩して事業を実施しており，これま

で新たな財源の積立を行っていないこと

から，事業の継続に当たっては新たな財源

の確保について検討を行うことが望まし

い。 

（住宅都市局みどり推進課） 

【措置済（平成 30年２月 14日通知）】 

平成 29年度からは，基金の使途を公園，

街路樹等の公共空間の緑化のための維持管

理・整備等に明確にし，基金事業を行う前

に十分に検証を行うことにしている。 

また，新たな財源の積立を行うため，ふ

くおか応援寄付のメニューに追加し，イベ

ント時にも募金を行うこととした。 

（２９）福岡市港湾環境整備保全基金 

監 査 の 結 果 措 置 の 状 況 

① 基金の今後の活用方針又は必要に応じて

廃止等の検討について 

（意見） 

  市は，福岡市港湾環境整備保全基金の設

置の目的を踏まえ，今後の具体的な活用方

針を検討するとともに，活用の見込みがな

い場合は基金の廃止等のあり方を検討す 

【措置を行わない（平成 30 年２月 14 日通

知）】 

港湾環境整備保全基金は，博多港におけ

る快適で魅力ある環境を整備し，また，適

切に保全するため，海浜公園等の維持管理

経費の財源として取り崩しを行ってきたも

のであり，毎年の予算編成のなかで，基金 
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ることが望ましい。 

（港湾空港局理財課） 

の活用について検討して行きたい。 

（３０）福岡市港湾整備事業基金（一般会計分） 

監 査 の 結 果 措 置 の 状 況 

① 事業継続のための財源確保の検討につい

て 

（意見） 

  市が策定した事業計画によれば，住宅市

街地を含むまちづくりエリアの土地整備

を平成 35 年度まで実施する旨が記載され

ていることから，少なくとも当該年度まで

は事業に係る財源の確保が必要と考えら

れる。福岡市港湾整備事業基金（一般会計

分）が直近と同様のペースで取り崩される

と仮定した場合，概ね平成 31 年度末には

残高がゼロになると想定される。 

よって，今後の事業内容，事業実施に要

する費用等を踏まえ，市は事業の継続に当

たり，財源の確保について検討を行うこと

が望ましい。 

（港湾空港局理財課） 

【措置を行わない（平成 30 年２月 14 日通

知）】 

港湾整備事業基金を充当している人工海

浜や海岸整備，エコパークゾーン等のアイ

ランドシティ周辺の環境整備等の事業は，

一般財源で実施される事業であり，基金が

枯渇した場合でも，事業の継続に支障がな

いよう，適切に予算を確保して行きたい。 

（３１）福岡市港湾整備事業基金(港湾整備事業特別会計分） 

監 査 の 結 果 措 置 の 状 況 

① 余剰基金に係る有効活用の検討について 

（意見） 

市は，埋立用地の売却収入や借地料収入

の状況をみながら，当該余剰資金について

具体的な事業へ活用すること等を検討す

ることが望ましい。 

（港湾空港局理財課） 

【措置を行わない（平成 30 年２月 14 日通

知）】 

 港湾整備事業特別会計における港湾整備

事業基金は，港湾整備事業に係る歳入・歳

出の剰余金を積み立てるものであり，本来

特別会計の事業全体の財源調整のための資

金である。起債償還の主な財源であり，特

会の健全性確保のために，将来の起債償還

等の財政需要も踏まえ，一定程度の残高を

確保しておくべき資金であり，使途のない

余剰資金ではない。 

 このため，具体的な事業のための財源と

して用いるものではないことから，検討は 
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 行わない。 

（３３）福岡市水道事業建設改良基金及び（３４）福岡市水道事業減債基金 

監 査 の 結 果 措 置 の 状 況 

① 利用実態及び将来計画のない基金の廃止

の検討について 

（意見） 

水道事業は地方公営企業として運営さ

れており，地方公営企業に適用される会計

制度によれば，決算における利益処分によ

って減債積立金や建設改良積立金などの

積立金が任意に積立可能である。地方公営

企業の下では基金制度の必要性は乏しい

と考えられ，また，積立及び取崩が行われ

ていない利用実態や将来計画が作成され

ていない状況に鑑みれば，市は，福岡市水

道事業建設改良基金及び福岡市水道事業

減債基金の廃止を検討することが望まし

い。 

（水道局経理課） 

【措置を行わない（平成 30 年２月 14 日通

知）】 

 利益処分による積立は，制度上毎年の利

益の範囲内に限られ不確実性が高いため，

今後，人口減少等に伴い長期的な料金収入

及び利益の減少傾向が見込まれる中におい

ては，計画的な企業債償還・建設改良資金

の確保に支障を来す可能性がある。 

 このため，今後は基金積立を予算化し，

計画的かつ長期的に基金を管理していく必

要もあると考えており，中期的な財政収支

計画において活用計画がないことをもって

基金を廃止することは適当ではなく，措置

を行わないこととした。 

（３５）福岡市水道水源かん養事業基金 

監 査 の 結 果 措 置 の 状 況 

① 事業継続のための基金の新規積立方策等

の検討について 

（意見） 

平成 42 年度以降についても水道水源か

ん養事業自体は継続して実施すると考え

られるが，市は，その全額を一般財源で賄

うか，福岡市水道水源かん養事業基金の新

規積立を実施して基金を充当しながら実

施していくか，早期に検討することが望ま

れる。 

（水道局流域連携課） 

【措置済（平成 30年２月 14日通知）】 

福岡市水道水源かん養事業基金について

は「福岡市水道長期ビジョン 2028」の計画

期間である平成29年度から40年度までは，

現有基金を活用して事業を実施できる見込

みである。 

今後の方向性については，本市の財政状

況や国等の水資源に関する施策の動向等を

注視しながら，次期ビジョンの策定時に検

討し，判断することとした。 

（３６）福岡市高速鉄道建設基金 

監 査 の 結 果 措 置 の 状 況 

① 事業実施部局による基金に係る計画立案

の必要性について 

【措置済（令和元年９月 20日通知）】 

福岡市地下鉄経営戦略を平成 31年２月に 
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（意見） 

財政局にて市全体の財政状態を踏まえ

つつも，福岡市高速鉄道建設基金を資金需

要に即してより効果的に活用するため，事

業を実施する交通局が主体となり，その積

立及び取崩の計画を立案し，実行すること

が望まれる。さらに，基金の活用状況につ

いては，交通局が主体的に立案した計画に

従って適切に実行されているか評価を行

うことが望まれる。 

（交通局経理課） 

策定したことにあわせ，財政局と協議し，

交通局が主体となって当該基金にかかる平

成40年度までの積立及び取崩計画を策定し

た。 

 

Ⅳ 福岡市モーターボート競走事業に係る事務の執行及び管理について 

第２ 監査の結果及び監査の結果に添えて提出する意見 

５. 福岡市モーターボート競走事業に関する監査の結果及び監査の結果に添えて提出する意

見 

（１）経営状況の把握・分析，計画の進捗管理に関する事項 

監 査 の 結 果 措 置 の 状 況 

① ROKU 投資計画における収支見込と施設の

有効活用施策の見直しについて 

（指摘） 

  ROKU が市民にとって有効に利用される

ためには，まず，「有効に利用されている

とは，どのような状態なのか」を検討し，

それを具体的に達成するためのイベント

開催頻度や団体客の誘致数，施設の稼働率

などの成果指標を設定する必要がある。さ

らに，建設後は当初設定した目標や計画と

実績を比較して継続的に事業を評価し，問

題点があれば運営方法を随時見直す必要

がある。また，「ライフサイクルコスト」

の考え方によれば，施設の維持に必要な運

用管理費（ランニングコスト）は，建設費

よりも多額に生じると考えられている。市

は，ROKUの建設について，運用管理コスト

も考慮した支出に見合った効果があるの 

【措置済（平成 30年２月 14日通知）】 

ROKUは，女性や初心者が安心して楽しめ

るスペースとして，初心者教室を開催する

ほか，インバウンドの受け入れ施設として

活用するなど，今後の入場者数及び場内売

上の減少に対する改善施策を担う施設であ

る。 

平成 29年 12月現在の稼働率は，約 44％

であり，更なる有効活用を図るために毎年

度の施設利用目標を立てるとともに，利用

対象を一般利用者まで拡大するなど，運営

方法の見直しも随時実施している。 

今後も引き続き，ランニングコストを

考慮した支出に見合った効果を出すため

の活用方法について検討していくことと

した。 
（平成 29年度目標） 

初心者教室など：42回程度， 
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か，また，効果を出すためにはどのように

活用すればよいのか，検討する必要があ

る。 

（経営企画課） 

レディースディ：12回程度， 

イベント：12回程度， 

 インバウンド：４回程度 

② 平成 28年度以降収支計画における課題を

踏まえた修正の検討について 

（意見） 

シミュレーションの算定資料を閲覧し

たところ，次のア～エの問題点が抽出され

た。 

ア．営業収益に ROKU建設による増収効  

 果が考慮されていない。 

イ．減価償却費算定の根拠資料がなく， 

 また，算定した数値に疑義がある。 

ウ．消費税等支払額の算定に関し，大規

模施設整備による影響を考慮してい

ない。 

エ．売上形態別，部門別等の費用や利益  

 を用いた分析をしていない。 

市は，売上の状況を把握し，集客力の向

上や増収を図ることと同様に，収支構造を

見直してコスト削減を図ることも重要な

視点である。共通費の按分といった課題は

あるものの，多面的に分析を行い，今後の

意思決定に役立てていくことが望まれる。 

（経営企画課） 

【措置済（平成 30年２月 14日通知）】 

ア．ROKUはボートレース業界全体の新規顧

客開拓を目的に設置した体験施設であ

り，その多くが初心者であるため，増収

効果を積算することは困難である。 

イ・ウ. 平成 33 年からの次期経営計画の

策定時において，減価償却費や消費税等

についても適正な数値で積算する。 

エ. ボートレース事業においては，売上形

態別，部門別等の費用や利益は，密接不

可分の関係であるため，全体で収支を判

断し意思決定を行っているが，今後は，

多面的な分析についても検討していくこ

ととした。 

 

（２）契約，資産，労務等の管理に関する事項 

監 査 の 結 果 措 置 の 状 況 

① 株式会社日本レジャーチャンネルへの建

物貸付料徴収について 

（指摘） 

  市は，株式会社日本レジャーチャンネル

と協議のうえ，建物の貸付料を徴収すべき

である。仮に，貸付料を徴収しないことに

正当な理由があるのであれば，それは福岡

市公有財産規則第 32条 1項のただし書き 

【措置済（平成 30年２月 14日通知）】 

㈱日本レジャーチャンネルへの土地・建

物の貸付については、平成 29年度から市有

財産（土地・建物）の使用を許可（貸付）

し、貸付料（年額 600,018 円）を徴収して

いる。 
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の規定に基づいて，別に定めを設けるべき

である。 

（経営企画課） 

 

② 福岡競艇場従事員に対する退会餞別金に

係る福岡競艇場従事員共済事業補助金の

公益性の再検討について 

（意見） 

  市は，最高裁判所の判決内容を踏まえ，

共済会補助金の交付に係る公益性の判断

について再検討を行い，給与法定主義に基

づき，内容を十分に吟味した上で，従事員

に対する退職手当に関する条例の制定を

検討することが望ましい。市は平成 29年 2

月に開催される市議会に条例案を上程す

る方向で関係部署等と協議を行うとの回

答を得ているが，実効性を伴うことが肝要

であると考えられる。また，平成 28 年度

における共済会補助金の交付及び退会餞

別金の支給に関し，当該条例の制定後の処

理についても検討を行うことが望まれる。 

なお，当該条例が制定されたとしても，

当該条例が制定される前にすでに支給し

た退会餞別金については，引き続き給与条

例主義を潜脱した状態にあると判断され

る可能性があると考えられる。その点につ

いても市は十分に検討を行った上で，適切

な対応を実施することが望まれる。 

（開催運営課） 

【措置済（平成 30年２月 14日通知）】 

福岡競艇場従事員に対する退会餞別金に

係る福岡競艇場従事員共済事業補助金の公

益性の再検討については，平成 29年２月議

会において，「福岡市モーターボート競走事

業従事員の給与の種類及び基準を定める条

例案」を上程し可決された。なお，同条例

については，同年２月 27日に公布・施行し，

同条例附則において，従事員に対する退職

手当に関して規定した。 

また，同条例の施行と同日付で退会餞別

金制度を廃止した。 

なお，同条例が制定される前の支給につい

ても同条例の規定により支給した給与とす

る経過措置を定めた。 

③ 特命随意契約における委託先の適切な選

定について 

（意見） 

  安易に特命随意契約が認められると，不

適正な価格で契約が締結されてしまうお

それがあるため，特命随意契約を行うに当

たっては，業務が「地方自治法施行令第 167

条の 2に照らして妥当である」と客観的に 

【措置済（平成 30年２月 14日通知）】 

今後，検討経緯や特命随意契約が適切で

ある根拠を詳細に文書化していくこととし

た。 
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説明できるかどうか，慎重に判断する必要

がある。設備保守業務委託 8件のチェック

リストの「確認方法」では，「他に受託可

能な業者がいる」という可能性を排除でき

ず，特命随意契約の根拠としては，不十分

である。 

検討してもなお特命随意契約が適切と

考えるのであれば，その検討経緯や特命随

意契約が適切である根拠を，説明責任の観

点から詳細に文書化しておくことが望ま

れる。 

（経営企画課・開催運営課） 

 

④ 宣伝業務委託契約の選定会議構成員の見

直しについて 

（意見） 

いずれの委託業務においても，企画選定

会議の構成員は，全員経済観光文化局ボー

トレース事業部の職員で構成されている。

コンペに複数回参加している業者も多く，

選定を行う構成員とコンペ参加企業の担

当者とが，顔見知りの関係となっている可

能性があり，この状況は企画の選定におけ

る馴れ合いを招き，選定の公正性が保たれ

なくなる可能性がある。 

市は，コンペ方式による企画競争の実施

に当たって，企画の選定を行う評価委員が

市職員のみで構成される場合は，その過半

数が事業を所管する部署以外の担当者で

あることを要請するなど，費用対効果も踏

まえながら，望ましい選定会議構成員につ

いて検討することが望まれる。 

（経営企画課） 

【措置済（平成 30年２月 14日通知）】 

宣伝業務の選定会議については，その構

成員の半数は、所管課の職員ではないため

参加企業の担当者と顔見知りの関係とはな

っていない。 

しかし、公正性の確保及び新たな意見・

発想の取り込み等を視野に，平成 29 年 10

月よりボートレースの専門知識を有する一

般財団法人日本モーターボート競走会職員

を企画選定会議の構成員として追加し、実

施している。 

 

⑤ 予定価格と契約金額に著しい差額が生じ 

た場合の対応について 

（意見） 

  予定価格と入札額を比較すると，契約し 

【措置済（平成 30年２月 14日通知）】 

予定価格を大幅に下回る入札を行う業者

については，業務量が少なく見積もられて

いることが原因であると考えられるため，  
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た業社だけでなく，他業者の入札額を考慮

しても全体として予定価格の半額程度と

なっており，予定価格を大幅に下回ってい

る。市は入札額が予定価格を大幅に下回っ

た原因について調査し，判明した原因に応

じて，適切な対応をとることが望ましい。 

（経営企画課） 

仕様書の記載内容について，より明確な表

記を行い，市側と入札業者間で齟齬が生じ

ないように努めた。また，予定価格の積算

において，低減できる余地はないか見直し

を行うこととした。 

⑥ 公有財産の賃貸にかかる相手方の公募の

検討について 

（意見） 

食堂及び売店の運営のための公有財産

の貸付けについて，長期にわたり公募を行

わず１者のみに貸し付けている現状に鑑

みると，他の業者の参入機会がなく，契約

の公平性が確保できているとは言い難い。 

契約の公平性を確保するため，食堂及び

売店の運営のための公有財産の貸付けを

公募方式にすることを検討することが望

まれる。 

また，ファンサービスの一環として，ス

タンドごとに業者を変えるなど，提供する

サービスの多様性を確保することもあわ

せて検討することが望まれる。 

（経営企画課） 

【措置済（平成 30年２月 14日通知）】 

今後，予定している東スタンドリニュー

アルに併せて，食堂及び売店の再配置，形

態や新規業者の公募など，サービスの多様

性について，検討することとした。 
 

（３）効果的かつ効率的な経営の推進に関する事項 

監 査 の 結 果 措 置 の 状 況 

① アンケートを活用した来場頻度の把握及

びその改善策の実行について 

（意見） 

  直近のアンケート内容を確認したとこ

ろ，市は，いずれのアンケートにおいても，

来場者の来場頻度をアンケート項目に織

り込んでいない。このことは，例えば「リ

ピーターを増やすための施策を検討する

上で，来場者のニーズを来場頻度別に把握

する」といった，有用な情報を得る機会を

【措置済（平成 30年２月 14日通知）】 

平成29年度は来場者の来場頻度及びニー

ズなどの実態把握のためのアンケート調査

を実施した。 

※７月 14日～16日（３日間） 

約 500人を対象として実施した。 
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失っている可能性がある。 

市は，経営計画の中でも，来場者の実態

把握のための定期的な調査を謳っており，

その一環として，より有用なアンケートの

あり方を検討することが望ましい。 

（経営企画課） 

②有料指定席の稼働状況把握の検討につい

て 

（意見） 

有料指定席の稼働状況を把握していな

いため，市は施設の利用実態を把握でき

ず，モーターボート競走事業を運営する上

で，有効な意思決定に資する情報が不足し

ている可能性がある。 

市担当者によれば，有料指定席券は発券

機を用いて販売されており，検討したこと

はないが，発券システムに残っている情報

から，稼働状況を把握できる可能性はある

とのことである。 

市は経営計画の中で，「お客様ニーズの

把握」を目的とする調査を検討している。

調査内容の詳細はまだ具体化されていな

いが，調査内容の中に有料指定席の利用状

況や要望等を織り込むことも，有料指定席

の利用実態を把握するための方策である

と考えられる。 

有料指定席の需要の傾向を把握し，望まし

い料金設定，サービス内容や座席数等を検

討することが望まれる。 

（開催運営課） 

【措置済（平成 30年２月 14日通知）】 

有料指定席の稼働状況については，発券

システムなどから把握済みであり，その稼

働状況，お客様のニーズ調査及び他場の有

料席状況を踏まえ，平成 30年度に行う東ス

タンドリニューアル工事の実施設計の中

で，有料指定席の席数，グループ席及び料

金設定などの検討を行う。 

③ 九州地区競艇施行者協議会と福岡県内競

艇施行者協議会の統合の検討について 

（意見） 

目的や構成団体，協議会会則の内容等が

著しく類似した団体が併存することは，事

務負担が二重となり，効率性が阻害される

【措置を行わない（平成 30 年２月 14 日通

知）】 

平成 28年度から、両協議会の事務局は北

九州市へ移行している。福岡県内競走施行

者協議会は，福岡３施行者（福岡・若松・

芦屋）の事業であり，九州地区競艇施行者
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可能性がある。 

両者を統合することにより，総会の手配

や収入・支出事務等を一本化し，事務負担

の軽減を期待できる。 

また，統合により，歳入及び歳出規模が

増大するとともに，重複していた業務が解

消されることにより，コスト削減が図ら

れ，より充実した事業を実施するために用

いることができるとも期待される。 

両競艇施行者協議会の設置趣旨や他の

施行者の意見も踏まえながら，施行者協議

会のあり方を検討することが望まれる。 

（経営企画課） 

協議会は，九州５施行者（福岡，若松，芦

屋，唐津，大村）の事業であるため，事業

の統合は難しい状況であるが，事務局へは，

事業の廃止や統合などの提案を行い，現在，

協議会で検討を行っている状況である。 

④ ボートレース業界全体の収入を増やすた

めの，競艇場ごとに異なるポイントカード

の共通化について 

（意見） 

  当面の課題として，ポイントカードの他

競艇場との相互利用を，福岡競艇場にて導

入すべく，九州地区の他の競艇場と協議を

開始することが考えられる。実際，キャッ

シュレスカード機能のないポイントカー

ドの事例ではあるが，近畿地区４か所の競

艇場（三国，びわこ，住之江，尼崎）がポ

イントカードの相互利用を導入している。 

さらに，長期的な課題として，全国共通の 

ポイントカード制度の導入を目指すべく，

関係者（一般社団法人全国モーターボート

競走施行者協議会，一般財団法人 BOAT 

RACE振興会など）へ働きかけることが望ま

しい。 

（経営企画課） 

【措置を行わない（平成 30年２月 14日通

知）】 

福岡競艇場のポイントカードについて

は，全国初の民間カード会社と連携したキ

ャッシュレスカードである。他場について

は，キャッシュレス機能の有無や各場独自

のポイントサービス付与など，それぞれ

様々な工夫を施しており，相互利用の調整

については困難な状況であるが，（一財）

全国モーターボート競走施行者協議会へ働

きかけを行い，同協議会で，相互利用につ

いて検討を行っている状況である。 

 


